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　企業の設備投資に助成を行うことで企業活動を後押しし、地域経済の活性化と市民への雇用機会
の拡大を図るもの。

一般会計

商工費

部名

課名

2 節

産業経済部

2

款

港湾・企業立地課

電話

平成 25 年度（ 平成

第

補助金事業年度分）

会計

24

担
当
部
署

元気で活気あふれるまち

項

事
業
目
的

対
象
交 付 先

意
図
交付目的

　市が指定する業種で、市内で新設、増設をする際、一定規模以上の設備投資を行い、かつ、新規雇
用を行った企業
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・市内で工場等を新規立地又は増設する場合、指定する業種（製造業、ソフトウエア業等）が一定規模
以上投資し、新規雇用者数の要件を満たせば、投下固定資産額の10％（5％）を助成するもの。
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24 年度分

港湾・企業立地課担当課

▲ 20.0

（１次）

補助対象がはっきりしていることから、効率的である。

1,224

（２次）
評価結果 Ｂ

説　　　明

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

経済情勢や企業動向の把握に努め、現行制度の充実や見
直しを行うことで、企業に対して柔軟かつ大胆に制度を運用
し、幅広い業種の企業誘致に努める。

評価委員会のコメント

　進出企業にとって魅力ある制度となるよう、本市の特色を
生かした助成を行うなど、その内容を工夫されたい。
　また、補助金だけではなく、既存企業のニーズ把握や進
出企業に対する細やかなサービスなど、ソフト面でのサ
ポート策を検討されたい。

補助率及び上限額の見直しが必要

企業立地奨励事業助成金
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産業振興や地域経済の活性化には企業誘致は重要であり、新規立地や既存工場等への投資を後押しす
る面からも妥当である。

富山県企業立地助成金制度と同調しており、また他自治体の優遇制度より充実させることで、企業誘致を
推進できることから有効である。
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